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約90％がシステムからダイバ トーされていると報告されている（Huizinga et al., 2003）。しかし多くの国
では、少年を公的な措置に付すかダイバ トーするかの決定に直面しており、これらの選択の効果に関


























































「juvenile system processing（少年のシステムによる措置）」（Dunford et al., 1982）「traditional handling 
by the juvenile court（少年裁判所による伝統的な取扱い）」（Baron and Feeney, 1976）「traditional 






























and Petrosino（1990）とPetrosino（Petrosino, 1995a, 1995b, 1997, 1998）による先行研究を基にして行










　Boston Public Library、WestEd、Bridgewater State Collegeなどの機関で利用可能なオンラインリ
ソ スーとデータベ スーを利用した。検索されたデータベ スーは付録8.1のとおりである。略述すれば、
22





文献リストを網羅的に調べた。50を超えるレビュー がその対象となった。たとえば、the University 
of Maryland Report to the Congress on Crime Prevention（Sherman et al., 1997）、the Cochrane 
Collaboration’s Schizophrenia Groupによる暴力行為に関する実験のレビュー （Cure et al., 2005）、
the Center for Evaluation Research and Methodology at VanderbiltでMark Lipseyが継続中の少年非




















ーワ ドーセット（たとえば、controlled, randomly, experiment）⑵ 少年や非行少年、それらに関連する
キーワ ドーセット ⑶ 少年司法システムの構成要素を特定するための的をより絞ったキーワ ドー（たとえ












































































































































































































































































































































































Study name Outcome Statistics for each study Std diff in means and 95% CI
Std diff Lower Upper 
in means limit limit p-Value
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Baron & Feeney (1976) 602 Longest Effect-P -0.428 -0.757 -0.098 0.011
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University Associates (1986) KALAMAZOO Longest Effect-P 0.029 -0.248 0.306 0.837
University Associates (1986) DETROIT Longest Effect-P -0.050 -0.336 0.236 0.732
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Sherman, et al. (2000) JPP Longest Effect-P 0.649 0.216 1.081 0.003
McCold & Wachtel (1998) Longest Effect-P 0.264 -0.074 0.603 0.126
143.0358.1246.0-606.0P-tceffE tsegnoL)3791( eurT
-0.150 -0.265 -0.035 0.011
-1.00 -0.50 0.00 0.50 1.00



















値のみを報告していたので、初回フォロ アーップの効果、最長フォロ アーップの効果およびフォロ アー
ップで最も強い効果のアウトカムは非常に類似している。図4は、少年のシステムによる措置の初回
フォロ アーップの効果の結果を示す。これらの総犯罪数データは、すべて警察や裁判所の公式デー
Study name Outcome Statistics for each study Std diff in means and 95% CI
Std diff Lower Upper 
in means limit limit p-Value
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数の研究にもかかわらず、その効果はマイナスであり、統計的に有意である（d= -.23, CI = -.405 to 




















全体的な効果量の方向はここでもマイナスである（d= -.139, 95% CI -.325 to .047, p= .148）。研究間に
異質性ないしばらつきが存在する（Q=18.852, p= .006）。
Study name Outcome Statistics for each study Std diff in means 
and 95% CIStd diff Lower Upper 
in means limit limit p-Value
Klein (1986) First Effect-I -1.031 -1.594 -0.467 0.000
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Dunford, et al. (1982) NY First Effect-I -0.210 -0.567 0.147 0.248
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いことが示された。実際、図6が示すように、データの方向はマイナスである（d= -.154, CI= 









Study name Outcome Statistics for each study Std diff in means 
and 95% CIStd diff Lower Upper 
in means limit limit p-Value
Severy & Whitaker (1982) First Effect-S 1.090 0.256 1.924 0.010
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Baron & Feeney (1976) 602 First Effect-S -0.557 -0.907 -0.207 0.002
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Study name Outcome Statistics for each study Std diff in means and 95% CI
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重大な方法論的問題を有すると判断された。


























全27研究 -.11 -.15 -.10































にマイナスとなる（= -.04, CI -.169 to .067, p= .396）。システムによる措置を働きかけを伴うダイバージョ
ンと比較すると、効果量はよりマイナスになる（d= -.16, CI -.386 to .059, p= .149）。
図7　対照群のタイプによる措置の効果の違い
Michigan State Universityの効果はあるか？
　Michigan State University（MSU）の研究者および博士課程学生は、一般的にWilliam Davidson教
授の監督下にあるが、彼らはレビュー サンプルのなかの12件の実験を行った。Davidsonは、行動契約
（behavioral contracting）や子どもの権利擁護（child advocacy）を含む少年のダイバージョンへの特定







（-.03, CI -.213 to .147, p= .718）。Williams DavidsonとMSUの彼の同僚たちが報告した12件の研究で
は、システムによる措置が、それよりはずっと大きなマイナスの効果である-.20を示した（CI -.371 to 
-.032, p= .02）。
 












は、効果量は-.17だった（CI -.303 to -.034, p= .01）。しかし、1990年以降に報告された6件の研究では、
少年のシステムによる措置の効果量の方向はプラスである（d= .04, CI -.304 to .391, p= .808）。しか
し、実験デザインの点で最も大きな問題を含む2件の研究（Stickle et al, 2008; McCold and Wachtel, 
1998）がここには含まれており、両者とも少年のシステムによる措置に大きなプラスの効果を報告し
ていた。これら2つの研究を分析から除外し、1990年以降の研究を4件だけ残すと、その効果は措










方が未出版のものより大きい。効果量は、出版された研究では-.18（CI -.375 to .026, p= .09）であり、
未出版の研究では-.06（CI -.24 to .116, p= 494）である。
INCREASES CRIME CRIME REDUCED




















-.29（CI -.543 to -.028, p= .03）である。「中」と評価された2件の研究では、効果量はちょうど-.30（CI 
-.486 to -.117, p=.001）である。9件の「低」と評価された研究の効果量は、依然として方向はマイナ
スであるが、その大きさは減少して-.06である（CI -.311 to .199, p= .667）。最後に、（過去の非行がな
い）初回の非行少年のみを対象とした3件の研究では、少年のシステムによる措置にかなり大きなプ
ラスの効果がある（.31, CI -.113 to .727, p=.152）。感度分析において除外した2件の研究は、過去の非
行の程度が「低」と評価されたサンプルを含んでいた。それらを除外した場合、過去の非行が「低」




INCREASES CRIME CRIME REDUCED
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Beal and Duckro (1977) ダイバ ジーョンプログラムの準実験評価研究である。
Beck et al (2006) 米国のダイバ ジーョンプログラムの評価研究である。ランダム化実験ではない。
Berg et al (1978) 退学者（truants）が別々の選択肢にランダムに割り付けられた。英国のシステムでは、これは
裁きの後（post-adjudicatory）または宣告後（post-sentencing）の処分とみなされる。
Berg et al (1983) 治安判事（magistrate）により、退学者が別々の延期（adjournment）手続きにランダムに割り
付けられた。  Berg et al. 1978と同様に、裁きの後または宣告後の段階で行われる。
























Ferwerda et al (2006) このオランダの実験では、ダイバ ジーョンプログラムと解放が比較された。システムによる措置
ありの条件は含まれていなかった。











Poythress et al (2006) 2つのダイバ ジーョンプログラムのランダム化された実験的評価であり、少年司法システムによ
る処理ありの条件は含まれていない。










Scott et al (2002) 裁きの後の少年が含まれていた。
Shapland (2008) Northumbria（英国）で実施されたこの研究では、「最終的な警告（final warning）」を受けた少年を、
被害者カンファレンスまたは「厳重な警告（stern warning）」にランダムに割り付けた。どちらの
条件も、英国の通常の少年裁判手続きからは「ダイバ ジーョン的」とみなされる。










C2 Review: Juvenile Justice System Processing
コーディングシ トー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
コーダー
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q　Carolyn Turpin-Petrosino
q　Anthony Petrosino
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○未出版（技術報告、会議報告）
実験が行われた州または国はどこか?
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
実験が行われた場所はどこか?
Ⅱ．研究方法と方法論における質
群の同質性に関するプリテストで内容面の違いが記されていたか?（Yes/No）
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Ⅲ．処遇条件と統制条件
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もし記載されていれば、この条件においてどのような処分を受けたかに関する
情報を記入
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統制条件の群すべてについて以下に記入
1.
2.
3.
4.
5.
2つ以上の群がある場合、介入の程度がもっとも低いもの、または厳しさがもっとも小さいものはど
れか?
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参加者のその他のデータ
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データの出所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
少年裁判所（N）対統制群（N）の結果　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
効果の方向　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
使用された統計的検定／検定量　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
統計的検定の有意／確率水準　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
サブグル プーの効果に関する詳細を以下に記入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
すべてのコストに関する／金銭的な情報の詳細を以下に記入
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8.5　最終的分析のデータベースの変数
研究 ID
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出版年
出版／未出版
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プリテストがなされたか?
プリテストで群間の違いが報告されていたか?
割り付けはランダムか準ランダムか?
ランダム化の方法は明示されていたか?
ランダム化に問題があったか?
割り付けに問題があったか?
少年司法システムのどの時点で少年がランダム化されたか?
少年システムによる措置N
システムによる措置ありの条件の説明
研究における群の数の合計
統制群の説明
ダイバージョンか働きかけを伴うダイバージョンか?
統制群 N
白人の割合
男性の割合
平均年齢
サンプルの過去の非行の程度（高、中、低、なし）
特定のタイプの非行（たとえば万引き）に焦点が当てられていたか?
現在の非行のタイプ
金銭的なデータが含まれていたか?
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アウトカムのリスト 
フォロ アーップの数
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E
T
R
O
IT
措
置
12
4
解
放
13
5
14
34
10
低
ほ
と
ん
ど
財
産
犯
罪
C
ur
ra
n,
 e
t  a
l. 
(1
97
7)
イ
ン
テ
クー
28
8
ダ
イ
バ
ジー
ョ
ン
プ
ロ
グ
ラ
ム
30
6
15
58
72
低
ほ
と
ん
ど
ス
テ
イ
タ
ス
オ
フ
ェ
ン
ス
S
he
rm
an
, e
t a
l. 
(2
00
0)
 J
P
P
裁
判
所
62
修
復
的
司
法
73
16
56
－
不
明
ほ
と
ん
ど
財
産
犯
罪
S
he
rm
an
, e
t a
l. 
(2
00
0)
 J
P
S
裁
判
所
11
4
修
復
的
司
法
12
4
16
84
－
中
ほ
と
ん
ど
財
産
犯
罪
M
cC
ol
d 
&
 W
ac
ht
el
 (1
99
8)
裁
き
（
A
dj
ud
ic
at
io
n ）
10
3
修
復
的
司
法
18
9
15
69
35
低
さ
ま
ざ
ま
Tr
ue
 (1
97
3)
保
護
観
察
へ
の
引
き
渡
し
（
C
ite
 to
 p
ro
ba
tio
n ）
6
2
つ
の
ダ
イ
バ
ジー
ョ
ン
プ
ロ
グ
ラ
ム
8
14
10
0
－
高
ほ
と
ん
ど
財
産
犯
罪
54
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7　
採
用
さ
れ
た
実
験
の
研
究
の
ア
ウ
ト
カ
ム
文
献
再
犯
発
生
率
総
犯
罪
数
重
大
性
再
犯
ま
で
の
期
間
M
ar
sh
 &
 P
at
ric
k 
(2
00
5)
7
再
犯
:
12
m
 8
%
 E
 (7
/8
3)
 v
 1
3%
C 
(9
/6
8)
36
m
 4
3%
E 
(3
4/
79
) v
 5
0%
C 
(3
4/
68
)
な
し
な
し
な
し
Se
ve
ry
 &
 W
hi
ta
ke
r (
19
82
)8
裁
判
所
へ
の
送
致
:
6m
 2
1%
E 
(3
77
) v
 2
4%
C 
(4
75
)
12
m
 3
3%
E 
(3
77
) v
 3
2%
C 
(4
75
)
裁
判
所
へ
の
送
致
の
平
均
:9
6m
 .2
9E
(3
77
) v
. 5
4C
 (4
75
,n
o 
SD
)
12
m
.3
5E
(3
77
) v
 .6
1C
 (4
75
,n
o 
SD
)
軽
い
犯
罪
か
ら
重
大
な
犯
罪
へ
の
エ
ス
カ
レ
ー
シ
ョ
ン
:
6m
: E
.0
5%
 (3
77
) v
 C
3.
7%
 (4
75
)
12
m
: E
1.
3%
 (3
77
) v
 C
5.
1%
 (4
75
)
送
致
ま
で
の
平
均
日
数
6m
 E
16
1 
(3
77
) v
 C
15
8
(4
75
,N
o 
SD
)
12
m
 E
29
4 
(3
77
) v
 C
28
9
(4
75
,N
o 
SD
)
Kl
ei
n 
(1
98
6)
再
逮
捕
:
6m
 4
8%
 E
 (3
9/
81
) v
 2
8%
C 
(2
3/
82
)
15
m
 6
3%
E 
(5
1/
81
) v
 3
7%
C 
(3
0/
82
)
27
m
 7
3%
E 
(5
9/
81
) v
 4
9%
C 
(4
0/
82
)
自
己
申
告
非
行
:
6m
 3
5%
E 
(8
1)
 v
 3
5%
C 
(8
2)
12
m
 6
2%
E 
(8
1)
 v
 4
5%
C 
(8
2)
2 回
以
上
の
逮
捕
の
割
合
6m
 E
29
%
 (5
/8
1)
 v
 6
%
C 
(2
4/
82
)
15
m
 E
41
%
 (1
3/
81
) v
 1
6%
C 
(3
4/
82
)
自
己
申
告
非
行
9m
: E
29
.9
6 
(S
D 
17
.8
2,
 N
=8
1)
 v 
C2
4.
53
 (S
D 
16
.0
0 
,N
=8
2)
自
己
申
告
の
重
大
性
9m
: E
5.
23
 (s
d.
43
, N
=8
1)
 v 
C5
.1
3 
(S
D 
.5
7,
 
N=
82
)
な
し
Sm
ith
et
al
 (1
97
9)
再
逮
捕
:
6m
 E
35
%
 (N
=2
6)
 v
 C
35
%
(N
=2
9)
12
m
 E
62
%
 (N
=2
6)
 v
 4
5%
C 
(N
=2
9)
な
し
な
し
な
し
Ba
ro
n 
& 
Fe
en
ey
 (1
97
6)
60
2 
st
ud
y1
0
再
身
柄
登
録
(R
eb
oo
kin
gs
):
7m
 E
38
%
 (1
05
) v
 C
22
%
 (1
11
)
犯
罪
の
再
身
柄
登
録
の
み
:
7m
: E
36
%
 (1
05
) v
 C
17
%
 (1
11
)
薬
物
/ 重
罪
(fe
lo
ny
) の
再
身
柄
登
録
:
7m
: E
25
%
 (1
05
) v
 C
12
%
 (1
11
)
な
し
7	
		
他
に
も
再
犯
の
デ
ー
タ
が
報
告
さ
れ
た
が
、
処
遇
群
と
対
照
群
に
ブ
レ
ー
ク
ダ
ウ
ン
さ
れ
て
は
い
な
か
っ
た
。
8	
	こ
の
研
究
は
、
D
uf
or
d	
et
	a
l.(
19
8
2
)の
N
at
io
na
l	
E
va
lu
at
io
n	
of
	D
iv
er
si
on
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
も
含
ま
れ
て
い
た
。
し
か
し
、
こ
の
ク
ロ
ス
サ
イ
ト
研
究
に
お
い
て
結
果
は
や
や
異
な
っ
て
い
る
。
9	
	こ
れ
ら
の
デ
ー
タ
に
つ
い
て
、
3
要
因
の
F
検
定
の
結
果
が
報
告
さ
れ
て
い
る
（
at
	6
m
,	
F
=
.7
	a
nd
	a
t	
12
m
,	
F
=
.4
8	
(2
,	
12
8	
df
））
。
再
犯
ま
で
の
期
間
に
関
す
る
IT
T
分
析
の
F
検
定
は
な
さ
れ
て
い
な
い
。
10
	提
供
さ
れ
た
デ
ー
タ
で
は
、
リ
フ
ァ
ー
さ
れ
た
逮
捕
（
少
年
に
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
受
け
さ
せ
る
）
と
そ
の
後
の
逮
捕
の
ア
ウ
ト
カ
ム
の
両
者
が
あ
わ
せ
て
検
討
さ
れ
た
。
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11
	デ
ー
タ
は
、
扱
っ
た
10
0
ケ
ー
ス
の
う
ち
、
12
カ
月
以
内
に
新
し
い
犯
罪
で
身
柄
登
録
（
bo
ok
in
g）
さ
れ
た
の
が
何
ケ
ー
ス
あ
っ
た
か
と
、
1
年
目
か
ら
2
年
目
の
純
減
を
示
し
て
い
た
。
リ
フ
ァ
ー
さ
れ
た
非
行
と
そ
の
後
の
非
行
の
デ
ー
タ
の
両
者
が
あ
わ
せ
て
検
討
さ
れ
た
。
12
	す
べ
て
の
調
査
地
点
に
つ
い
て
、
時
間
×
自
己
申
告
非
行
の
交
互
作
用
が
報
告
さ
れ
た
。
し
か
し
、
10
の
サ
ブ
ス
ケ
ー
ル
項
目
に
つ
い
て
は
、
統
計
的
に
有
意
な
知
見
の
み
が
報
告
さ
れ
た
。
13
	重
罪
（
fe
lo
ny
）
そ
し
て
軽
罪
・
重
罪
（
m
is
de
m
ea
no
r-f
el
on
y）
に
お
い
て
の
み
、
複
数
回
の
逮
捕
も
報
告
さ
れ
た
。
14
	3
群
の
自
己
申
告
非
行
の
F
検
定
の
結
果
は
、
.6
2（
2
,	2
3
2）
で
あ
る
。
K
oc
h
は
ま
た
、
IT
T
分
析
と
TO
T
分
析
の
結
果
も
報
告
し
、
違
い
が
な
い
こ
と
が
わ
か
っ
た
。
文
献
再
犯
発
生
率
総
犯
罪
数
重
大
性
再
犯
ま
で
の
期
間
Ba
ro
n 
& 
Fe
en
ey
 (1
97
6)
 6
01
st
ud
y1
1
ス
テ
イ
タ
ス
オ
フ
ェ
ン
ス
か
犯
罪
で
の
再
身
柄
登
録
:
12
m
 E
46
%
 (5
26
) v
 C
35
%
 (6
74
)
複
数
回
の
再
犯（
2 回
以
上
）:
12
m
 E
32
%
 (5
26
) v
 C
25
%
 (6
74
)
60
2 （
犯
罪
者
の
み
）
再
身
柄
登
録
:
12
m
 E
23
%
 (5
26
) v
 C
15
%
 (6
74
)
な
し
Du
nf
or
d 
et
 a
l. 
(1
98
2)
12
Ka
ns
as
 C
ity
す
べ
て
の
逮
捕
:
6m
 E
41
%
 (4
4/
10
7)
 v
 C
45
%
 (4
3/
95
)
12
m
 E
52
%
 (5
6/
10
7)
 v
 C
57
%
 (5
4/
95
)
軽
罪（
M
isd
）/
重
罪（
Fe
lo
ny
）の
逮
捕
の
み
: 
6m
 E
37
%
 (4
0/
10
7)
 v
 C
36
%
 (3
4/
95
)
12
m
 E
36
%
 (4
9/
10
7)
 v
 C
47
%
 (4
5/
95
)
2 回
以
上
の
逮
捕
の
割
合（
す
べ
て
）1
3
6m
 E
17
%
 (1
8/
10
7)
 v
 C
18
%
 (1
7/
95
)
12
m
 E
27
 (2
9/
10
7)
 v
 C
28
%
 (2
7/
95
)
重
罪
で
の
逮
捕
の
割
合
6m
 E
22
%
 (2
3/
10
7)
 v
 C
22
%
 (2
1/
95
)
12
m
 E
22
%
 (2
8/
10
7)
 v
 C
24
%
 (2
3/
95
)
な
し
Du
nf
or
d 
et
 a
l. 
(1
98
2)
Ne
wY
or
k
す
べ
て
の
逮
捕
:
6m
 E
26
%
 (4
0/
15
2)
v 
C1
7%
 (3
2/
19
3)
12
m
 E
34
%
 (5
2/
15
2)
v 
C2
3%
 (4
5/
19
3)
軽
罪
/ 重
罪
の
逮
捕
の
み
: 
6m
: E
26
%
 (4
0/
15
2)
 v
 C
17
%
 (3
2/
19
3)
12
m
: E
34
%
 (5
2/
15
2)
 v
 C
23
%
 (4
5/
19
3)
複
数
回
の
逮
捕（
す
べ
て
）
:
6m
 E
14
%
 (2
2/
15
2)
 v
 C
10
%
 (2
0/
19
3)
12
m
 E
24
%
 (3
7/
15
2)
 v
 C
17
%
 (3
3/
19
3)
 
重
罪
で
の
逮
捕
:
6m
 E
15
%
 (2
3/
15
2)
 v
 C
10
%
 (1
9/
19
3)
 
12
m
 E
21
%
 (3
2/
15
2)
 v
 C
16
%
 (3
0/
19
3)
な
し
Du
nf
or
d 
et
 a
l.  
(1
98
2)
O
ra
ng
e 
co
un
ty
逮
捕
:
6m
 E
11
%
 (2
4/
21
6)
 v
 C
13
%
 (2
8/
21
6)
12
m
 E
18
%
 (3
8/
21
6)
 v
 C
18
%
 (3
8/
21
6)
軽
罪
/ 重
罪
の
逮
捕
の
み
:
6m
 E
11
%
 (2
3/
21
6)
 v
 C
12
%
 (2
7/
21
6)
12
m
 E
17
%
 (3
6/
31
6)
 v
 C
17
%
 (3
7/
21
6)
な
し
重
罪
で
の
逮
捕
:
6m
 E
4%
 (8
/2
16
) v
 C
5%
 (1
1/
21
6)
12
m
 E
8%
 (1
7/
21
6)
 v
 C
7%
(1
6/
21
6)
な
し
Ko
ch
 (1
98
5)
犯
罪（
O
ffe
ns
es
）:
4m
 E
14
%
 (7
8)
 v
 C
9%
 (8
6)
犯
罪
率
の
平
均
:14
4m
 E
.1
4 
(7
8,
No
 S
D)
 v
 C
.1
2 
(8
6,
No
 S
D)
な
し
な
し
56
15
	B
la
ke
ly
は
リ
ス
ク
時
間
に
つ
い
て
調
整
し
た
分
析
も
行
っ
た
が
、
3
群
の
F
検
定
で
あ
っ
た
。
自
己
申
告
非
行
に
つ
い
て
も
報
告
さ
れ
た
が
、
3
群
の
F
検
定
が
用
い
ら
れ
た
。
16
	D
av
id
so
n	
et
	a
lは
、
自
己
申
告
非
行
に
つ
い
て
6×
4
の
F
検
定
を
実
施
し
た
が
、
主
効
果
も
交
互
作
用
効
果
も
有
意
で
は
な
か
っ
た
と
報
告
し
て
い
る
。
17
	D
av
id
so
n	
et
	a
l	(
19
9
0
)は
、
自
己
申
告
非
行
に
つ
い
て
19
8
7
年
の
研
究
と
同
様
の
分
析
を
行
っ
た
が
、
有
意
な
知
見
は
得
ら
れ
な
か
っ
た
と
報
告
し
て
い
る
。
18
	Q
ua
y	
&
	L
ov
e	
(1
9
7
7
)は
ま
た
、
T
O
T
分
析
に
よ
り
処
遇
を
終
え
た
者
に
有
意
な
影
響
が
み
ら
れ
た
と
報
告
し
て
い
る
。
彼
ら
は
リ
フ
ァ
ー
の
タ
イ
プ
と
平
均
の
犯
罪
数
を
要
因
と
す
る
F
検
定
も
行
っ
た
。
文
献
再
犯
発
生
率
総
犯
罪
数
重
大
性
再
犯
ま
で
の
期
間
Bl
ak
el
y 
(1
98
1)
15
警
察
へ
の
接
触
／
出
廷
:
6m
 E
18
%
 (2
/11
) v
 C
20
%
 (3
/1
5)
 
警
察
へ
の
接
触
の
平
均
:
6m
 E
.6
8 
(1
1,
no
 S
D)
 v
 C
.2
3 
(1
5,
no
 S
D)
裁
判
所
へ
の
申
し
立
て
の
平
均
:
6m
 E
1.
04
 (1
1,
no
 S
D)
 v
 C
.2
3 
(1
5,
no
 S
D)
警
察
へ
の
接
触
の
重
大
性
の
平
均
:
6m
 E
.4
9 
(1
1,
no
 S
D)
 v
 C
.3
6 
(1
5,
no
 S
D)
警
察
で
の
も
っ
と
も
重
大
な
処
分
:
6m
 E
.4
0 
(1
1,
no
 S
D)
 v
 C
.1
8 
(1
5,
no
 S
D)
裁
判
所
へ
の
申
し
立
て
の
重
大
性
の
平
均
:
6m
 E
.0
2 
(1
1,
no
 S
D)
 v
 C
.0
1 
(1
5,
no
 S
D)
裁
判
所
で
の
も
っ
と
も
重
大
な
処
分
:
6m
 E
1.
87
 (1
1,
no
 S
D)
 v
 C
.1
8 
(1
5,
no
 S
D)
な
し
Da
vid
so
n 
et
 a
l. 
(1
98
7)
16
裁
判
所
へ
の
申
し
立
て（
Pe
tit
io
ns
）:
24
m
 E
62
%
 (6
0)
 v
 C
52
%
 (2
9)
な
し
な
し
な
し
Da
vid
so
n 
et
 a
l. 
(1
99
0)
17
裁
判
所
へ
の
申
し
立
て
:
24
m
 E
68
%
 (2
7)
 v
 C
28
%
 (1
02
)
な
し
な
し
な
し
Q
ua
y 
& 
Lo
ve
 (1
97
7)
18
逮
捕
:
Va
ria
bl
e 
E4
5%
 (1
73
/4
36
) v
 C
40
%
(5
9/
13
2)
 (1
32
)
30
0 日
目
ま
で
の
す
べ
て
の
逮
捕
:
E3
0%
 (4
36
) v
 C
40
%
 (1
32
)
プ
ロ
グ
ラ
ム
実
施
後
の
み
:
Va
ria
bl
e 
E4
5%
 (1
36
/4
36
) v
 C
32
%
 
(5
9/
13
2,
z=
3.
78
)
逮
捕
の
平
均
：
Va
ria
ble
 E
1.
00
 (4
36
,n
o 
SD
) v
 C
.8
6
(1
32
,n
o 
SD
)
対
人
犯
罪（
Ag
ai
ns
t t
he
 P
er
so
n ）
で
の
逮
捕
Va
ria
bl
e 
E1
1%
 (4
36
) v
 C
8%
(1
32
)
な
し
Ba
ue
r e
t a
l. 
(1
98
0)
再
犯
:
24
m
 E
16
%
 (3
3)
 v
 C
7%
 (9
9)
な
し
な
し
な
し
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19
	E
m
sh
off
	&
	B
la
ke
ly
	(
19
83
)は
、
2
つ
の
処
遇
条
件
を
結
合
し
て
、
矯
正
施
設
入
所
に
つ
い
て
2
群
の
F
検
定
を
行
っ
た
。
20
	Q
ui
nc
y	
(1
98
1)
は
、
3
～
6
カ
月
で
両
群
を
比
較
し
た
結
果
を
報
告
し
た
。
21
	報
告
で
は
1
つ
だ
け
誤
り
と
思
わ
れ
る
数
字
が
あ
っ
た
（
再
犯
は
46
%
な
の
に
、
ひ
と
つ
の
表
で
C
が
42
%
と
示
さ
れ
て
い
た
）。
22
	S
m
ith
	e
t	
al
	(
20
04
)は
、
F
検
定
の
結
果
、
条
件
と
時
間
の
交
互
作
用
が
非
有
意
で
あ
っ
た
と
も
報
告
し
て
い
る
。
文
献
再
犯
発
生
率
総
犯
罪
数
重
大
性
再
犯
ま
で
の
期
間
Em
sh
of
f &
 B
la
ke
ly 
(1
98
3)
な
し
警
察
へ
の
接
触
の
平
均
:
6m
 E
.9
8 
(I2
6,
No
 S
D)
 v
 C
.9
6 
(4
7,
 N
o 
SD
)
F 検
定
に
よ
れ
ば
矯
正
施
設
入
所
は
C 
が
少
な
い（
F=
3.
83
）1
9
な
し
な
し
Q
ui
nc
y 
(1
98
1)
20
犯
罪
:
3m
 C
hi
=4
.7
5 （
E=
59
, C
=3
1,
C
が
少
な
い
）
6m
 C
hi
=1
.7
6 （
E=
59
, C
=3
1,
C
が
少
な
い
）
裁
判
所
へ
の
申
し
立
て
:
3m
 C
hi
=.
94 （
E=
59
, C
=3
1,
C
が
少
な
い
）
6m
 C
hi
=.
41 （
E=
59
, C
=3
1,
C
が
少
な
い
）
自
己
申
告
非
行
:
6m
:F
=t
es
t f
or
 co
m
po
sit
e 
(E
=5
9,
 C
=3
1;
 F
=1
.4
0)
な
し
な
し
Hi
nt
ze
n 
et
 a
l. 
(1
97
9)
再
犯（
送
致
）
:
6m
 E
6%
 (2
/3
6)
 v
 C
27
%
 (9
/3
4)
12
m
 E
25
%
 (8
/3
2)
 v
 C
31
%
 (1
1/
35
) 
24
m
 E
42
%
  (
27
/6
5)
 v
 C
29
%
 (1
8/
61
)
36
m
 E
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%
 (3
5/
65
) v
 C
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%
 (2
8/
62
)21
成
人
の
逮
捕
の
み
:
10
8m
 E
15
%
 v
 (2
8/
65
) C
14
%
 (2
6/
62
)
軽
罪（
M
isd
em
ea
no
rs
）の
み
:
10
8m
 E
14
%
 (2
6/
65
 ) 
v 
C1
3%
 (2
5/
62
)
侵
入
盗
で
の
逮
捕（
少
年
の
逮
捕
の
み
):
36
m
 E
14
%
 (9
/6
5)
 v
 C
13
%
 (8
/6
2)
侵
入
盗
で
の
逮
捕（
成
人
):
10
8m
 E
3%
 (6
/6
5)
 v
 C
4%
 (7
/6
2)
重
罪
で
の
逮
捕
:
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8m
 E
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 (1
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) v
 C
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)
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 e
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l. 
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再
犯
:
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m
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%
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24
) v
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%
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)
な
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な
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な
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23
		
U
ni
ve
rs
ity
	A
ss
oc
ia
te
s	
(1
98
6)
は
、
自
己
申
告
非
行
に
関
す
る
3
要
因
の
F
検
定
の
結
果
、
非
有
意
だ
っ
た
と
報
告
し
て
い
る
。
24
		
C
ur
ra
n	
et
	a
l	(
19
77
)は
他
に
も
多
く
の
分
析
を
報
告
し
て
い
る
が
、
実
験
群
と
統
制
群
に
ブ
レ
ー
ク
ダ
ウ
ン
は
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
。
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再
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再
犯
:
2m
: E
33
%
 (6
) v
 C
63
%
 (8
)
4m
: E
50
%
 (6
) v
 C
75
%
 (8
)
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し
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5	
	M
cC
ol
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an
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W
ac
ht
el
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9
9
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は
別
々
に
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告
さ
れ
て
い
た
が
、
わ
れ
わ
れ
は
暴
力
犯
罪
と
財
産
犯
罪
を
結
合
し
て
分
析
し
た
。
